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要約

就労支援機関と生活困窮者自立相談支援機関が実施している支援の現状と課題を明らかに

するため、2024 年 3 月に、ハローワーク 554 ヶ所、地域若者サポートステーション（以

下、サポステ）143 ヶ所、自立相談支援機関（以下、自立支援）1,376 ヶ所を対象にオンラ

イン調査を実施した（分析対象 796 件）。中高年者の孤独・孤立に対するハローワーク職員

の認識は、他の機関に比べて低調であり、取り組み状況も２割程度であった。サポステと自

立支援の職員は、孤独・孤立対策の必要性を強く認識しており、「相談窓口や支援団体に関

する情報の提供」等に取り組んでいた。しかし、取り組みの実施には、多忙な業務に伴う時

間的余裕のなさ、人材・スキル不足といった課題が山積していた。また、「ライフスタイル

チェックリスト」と「孤独・孤立予防プログラム（参加型プログラム）」は、対面実施かつ

個別支援における活用を基本としながら、各機関の状況に応じて多様な活用方法を検討する

ことが求められる。

Ａ．研究目的

本報告では、中高年者の孤独・孤立予防

における公的相談支援機関の役割を明確化

するために、就労支援機関と生活困窮者自

立相談支援機関が実施している支援の現状

と課題を明らかにする。

Ｂ．研究方法

2024 年 3月に、全国の就労支援機関

（ハローワーク 554 ヶ所、地域若者サポー

トステーション 143 ヶ所）と生活困窮者自

立支援制度の相談窓口である自立相談支援

機関（1,376 ヶ所）を対象に、オンライン

調査を実施した。オンライン調査は、厚生

労働省（政策統括室）より各機関を所管す

る都道府県部局を通じて、調査対象の各事

業所にメールで調査依頼を行い、依頼文に

記載された URL または QR コードからオン

ラインフォームへの回答を求めた。

就労支援機関では「中高年者の職業相談

又は職業訓練の受講あっせん等に関わって

いる職員（主任・係長でも可）」、自立相談

支援機関では「中高年者の相談又は支援プ

ログラムの実施等に関わっている職員（施

設長・管理職に限らず主任・係長でも

可）」に回答を求めた。

調査項目は、相談者に多い特性（性別・

年代・世帯構成・雇用形態）、一人暮らし

中高年者（40-60 代）に多い相談内容、中

高年者の孤独・孤立に関する認識、孤独・
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孤立対策の実施状況と課題等であった。さ

らに、自立相談支援機関と地域若者サポー

トステーションに対しては、本研究プロジ

ェクトで作成・開発を進めているプレシニ

アのための「ライフスタイルチェックリス

ト」と「孤独・孤立予防のための参加型プ

ログラム（以下、孤独・孤立予防プログラ

ム）」の機関での活用可能性についても尋

ねた。

収集したデータは、相談支援機関の実態

を記述するために、単純集計（構成比率や

クロス集計）を用いて整理した。

なお、本調査に回答があったのは 841 件

（回答率 40.6%）であり、その中から無回

答を除いた 796 件を分析対象とした。

本調査を実施するにあたり、東京都健康

長寿医療センター研究倫理審査委員会の承

認を得たが（整理番号：R23-084、2023 年

11 月 20 日）、「人を対象とする生命科学・

医学系研究に関する倫理指針」は非該当と

の判定であった。

Ｃ．研究結果

１．機関および回答者の状況

機関別の回答状況（表１参照）は、ハロ

ーワークが 181 件、地域若者サポートステ

ーションが 84 件、自立相談支援機関が

531 件であった。地域若者サポートステー

ションの運営主体は、特定非営利活動法人

が最も多く 51.2%を占めていた。自立相談

支援機関は、国・地方公共団体（38.2％）

と社会福祉協議会（39.2％）が運営主体と

なっている割合が高かった。各機関の職員

数は、ハローワークが「20 人～50人未

満」（43.6％）、地域若者サポートステーシ

ョン（40.5％）と自立相談支援機関

（33.3％）がそれぞれ「５人～10人未

満」の割合が高かった。常勤と非常勤の職

員数に関しては、ハローワークで非常勤が

常勤の人数を大きく上回っていた。地域若

者サポートステーションと自立相談支援機

関では、常勤職員の方がやや多いか、ほと

んど変わらない状況であった。

回答者の属性は、表２にまとめて示し

た。ハローワーク所属の回答者は、男性が

65.7％、50 代が 40.9％と最も多かった。

正規職員は 99.4％を占め、職種としては

「課長・統括官」が 51.9%、勤続年数の平

均値は 8.8 年であった。地域若者サポート

ステーションの回答者は、男女比がほぼ同

じであった（男性 51.2％、女性 48.8％）。

年代は 50代が 33.3％、40 代が 32.1％と

同程度であった。雇用形態は正規職員が

66.7％となっており、３機関で比較すると

最も割合が低かった。回答者の職種は、

「施設長・管理職」が 78.6％と高い割合

を示し、勤続年数は 8.7 年であった。自立

相談支援機関は、男性が 55.6％、40 代が

34.7％、正規職員が 83.2％であった。回

答者の職種として最も割合が高かったの

は、主任相談支援員で 53.1％を占めてい

た。勤続年数は、他の機関に比べて最も短

い 6.1 年であった。

２．各機関における相談者の属性

各機関における相談者の属性を表３に示

した。「貴事業所(機関)を利用する相談者

の性別・年代・世帯構成・雇用形態につい

て、それぞれ最も多い属性を１つずつお選

びください」という設問で測定した。３機

関と各属性でクロス集計表を作成し、χ2

検定（残差分析も実施）を行った。

まず、ハローワークでは「性別に関わら

ない」（68.9％）や女性（21.1％）という

回答が有意に多かった。年代（50.0％）、

世帯構成（71.5％）、雇用形態（54.2％）
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においても各属性に関わらないと回答した

割合が有意に高かった。その他、世帯構成

では「配偶者と同居」も有意に多かった。

次に、地域若者サポートステーションの

相談者は、男性（51.2％）、20-30 代

（73.7％）、「親と同居」（71.8％）、無職

（69.2％）という回答が有意に多かった。

最後に、自立相談支援機関では、男性

（49.8％）、40-50 代（42.5％）、一人暮ら

し（41.6％）、「非正規・パート」という雇

用形態（27.7％）が有意に多かった。

３．各機関における一人暮らし中高年者に

多い相談内容

地域若者サポートステーションと自立相

談支援機関において、一人暮らし中高年者

（40～60 代）からの相談件数が多いもの

を全 19 項目から３つ選択するよう求めた

（表４参照）。

地域若者サポートステーションでは、男

女ともに「収入や雇用への不安」が最も多

く（男性 83.8％・女性 80.8％）、次いで

「就労先でのトラブル」（男性 42.3％、女

性で 42.3％）となっていた。３番目に多

かった相談内容は、男性では「中高年のひ

きこもり」（33.3％）、女性では「失業・解

雇、賃金未払い」（26.9％）であった。ま

た、女性でのみ選択された相談内容には

「子どもの進学・学習相談」（7.7％）や

「離婚に関すること」（3.8％）があった。

他方、自立相談支援機関では、「当面の

生活費」が男女ともに最も多かった（男性

70.8％・女性 69.4％）。「収入や雇用への

不安」は女性で 68.1％（２番目）、男性で

63.1％（３番目）、「借金、滞納、多重・過

重債務」は男性で 65.1％（２番目）、女性

で 47.8％（３番目）となっていた。性差

としては、男性では「住まいに関するこ

と」が 15.7％（５番目）、女性では「家計

管理に関すること」が 16.5％（５番目）

という違いがみられた。

４．各機関における中高年者の孤独・孤立

に対する認識

各機関における中高年者の孤独・孤立に

対する認識を表５にまとめて示した。第１

に、「中高年者（40～60 代）に対する相談

支援を行う中で、相談者が周囲から孤立し

ていたり、強い孤独感を抱いていると感じ

ることがありますか。」という設問に対す

る回答を４件法で求めた。分析では、「よ

くある」と「たまにある」を「ある」、「あ

まりない」と「まったくない」を「ない」

に集約した。ハローワーク、地域若者サポ

ートステーション、自立相談支援機関の回
2答をクロス集計し、χ 検定（残差分析を

含む）を行った。その結果、統計学的に有
2意な関連が確認された（χ =116.30***, 

df=2）。ハローワークでは、相談者の孤

独・孤立を感じることが「ない」割合が

42.9％と高く、地域若者サポートステーシ

ョンと自立相談支援機関では、感じること

が「ある」割合が 92.3％と 91.5％でそれ

ぞれ高いという結果であった。

第２に、「貴事業所（機関）において、

中高年者の孤独・孤立対策の必要性を感じ

ますか。」という設問への回答を４件法で

求めた。分析では、「とても感じる」と

「少し感じる」を「感じる」、「あまり感じ

ない」と「まったく感じない」を「感じな

い」に集約した。分析方法は、上記と同様

である。分析の結果、孤独・孤立対策の必

要性に関しても統計学的に有意な関連が認
2められた（χ =68.59***, df=2）。ハローワ

ークにおいて必要性を「感じない」と回答

した割合が高く（36.0％）、自立相談支援
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機関では必要性を「感じる」と回答した割

合が高い（90.1％）という結果であった。

第３に、「貴事業所（機関）において、

中高年者の孤独・孤立予防に向けて十分な

対応ができていると思いますか。」という

設問に対する回答を４件法で求めた。分析

では、「とてもそう思う」と「少しそう思

う」を「そう思う」、「あまりそう思わな

い」と「まったくそう思わない」を「そう

思わない」に集約した。分析方法は、上記

と同様である。分析の結果、統計学的に有
2意な関連が認められ（χ =9.72**, df=2）、

地域若者サポートステーションでは孤独・

孤立予防に向けた十分な対応ができている

と「思う」割合が高く（47.4％）、「思わな

い」割合が低かった（52.6％）。

５．各機関における中高年者の孤独・孤立

予防の取り組み状況

地域若者サポートステーションと自立相

談支援機関を対象に、「貴事業所（機関）

において、中高年者（40～60 代）の孤

独・孤立予防を目的として、どのような取

り組みを実施していますか、またはやって

みたいと思いますか。」と複数回答で尋ね

た結果を図１に示した。

孤独・孤立予防として最も多く取り組ま

れていたのは、「相談窓口や支援団体に関

する情報の提供」であった（地域若者サポ

ートステーション 87.0％、自立相談支援

機関 79.2％）。地域若者サポートステーシ

ョンに着目すると、「仕事やお金に関わる

相談会・セミナーの実施」が 63.6％、「地

域の防災活動やボランティア活動など地

域・社会参加の機会の提供」が 45.5％と

続いていた。他方、自立相談支援機関で

は、「食料支援（子ども食堂、炊き出し、

お弁当販売など）」の実施が 45.7％、「地

域のお祭りやイベント、趣味・サークル活

動、に関する情報の提供」が 30.0％とな

っていた。

次に、孤独・孤立予防としてやってみた

い取り組みでは、地域若者サポートステー

ションにおいて、「オンライン上で集う場

づくり」や「くらしや住まいに関わる相談

会・セミナーの実施」（各 49.4％）、「住民

を対象にした交流プログラムの実施」

（46.8％）等が挙げられた。自立相談支援

機関では、「くらしや住まいに関わる相談

会・セミナーの実施」（56.5％）、「仕事や

お金に関わる相談会・セミナーの実施」

（53.3％）、「趣味やスポーツなど活動の機

会の提供」（52.2％）等の選択率が高かっ

た。

なお、ハローワークについては、「中高

年者（40～60 代）の孤独・孤立予防に向

けて、何か対策を実施したことがあります

か。」と尋ねた結果、22.9％が「実施した

ことがある」と回答した。

６．各機関における中高年者の孤独・孤立

予防の取り組み実施に向けた課題

３機関に対して「貴事業所(機関)におい

て中高年者（40～60 代）の孤独・孤立対

策の取り組みを実施する上で、解決すべき

課題と思われるもの」を複数回答で求めた

結果を図２で示した。

ハローワークでは、「業務が多忙で、時

間的な余裕がない」の回答が最も多く

80.5％を占めた。次いで、「企画・運営す

る人材の不足」が（66.7％）、「企画・運営

するスキル・知識の不足」（59.2％）とな

っていた。

地域若者サポートステーションでは、

「企画・運営する人材の不足」が 67.5％

で最も高かった。次いで、「予算の不足」
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（64.9％）、「業務が多忙で、時間的な余裕

がない」（62.3％）となっていた。

自立相談支援機関では、「企画・運営す

る人材の不足」が 68.6％で最も高かっ

た。次いで、「業務が多忙で、時間的な余

裕がない」（68.0％）、「企画・運営するス

キル・知識の不足」（62.9％）となってい

た。

７．プレシニアのための「ライフスタイル

チェックリスト」と「孤独・孤立予防プロ

グラム」の活用可能性

地域若者サポートステーションと自立相

談支援機関に対して、本研究プロジェクト

で作成・開発を進めているプレシニア（40

～60 代）のための「ライフスタイルチェ

ックリスト」と「孤独・孤立予防プログラ

ム」の機関での活用可能性について、複数

回答で尋ねた。

「ライフスタイルチェックリスト」の活

用方法として、地域若者サポートステーシ

ョンでは、「窓口の相談員が、必要だと思

う利用者にその場でチェックリストに回答

してもらい、それをもとに相談支援を行

う」が 68.4％で最も多かった。次いで

「窓口の相談員が、必要だと思う利用者に

チェックリストを渡し、簡単な説明をす

る」が 59.2％、「窓口の相談員が、必要だ

と思う利用者にチェックリストを渡し、そ

の場で回答してもらう」が 56.6％であっ

た。自立相談支援機関では、選択された割

合が６割を超える活用方法はなく、「窓口

の相談員が、必要だと思う利用者にその場

でチェックリストに回答してもらい、それ

をもとに相談支援を行う」が 55.2％、「受

付などにチェックリストを配置する（利用

者に自由にとってもらう）」が 54.4％とい

う結果であった。

「孤独・孤立プログラム」の活用方法で

は、地域若者サポートステーションにおい

て「専門家によるレクチャーの動画を視聴

会形式で複数の利用者に視聴してもらい、

それをもとにファシリテーター（職員）に

よるグループワークを行う（対面で実

施）」が 63.2％であった。また、「専門家

によるレクチャーの動画を個別に視聴して

もらい、それをもとに職員が相談支援を行

う（グループワークは行わない・対面で実

施）」も 60.5％であった。自立相談支援機

関では、「専門家によるレクチャーの動画

を個別に視聴してもらい、それをもとに職

員が相談支援を行う（グループワークは行

わない・対面で実施）」が 63.7％で最も高

い割合であった。その他の活用方法は、い

ずれも 40％を切る割合であった。

Ｄ．考察

１．利用者の属性と相談内容からみた孤

独・孤立予防における各機関の位置づけ

ハローワーク（公共職業安定所）は、

1900 年代初頭から存在し、地域住民に馴

染みがある就労支援機関である。性別、年

代、世帯構成、雇用形態といった属性に、

一定の傾向がみられないのは、そのためで

あると考えられる。改めて利用者の幅が広

いことが理解できる。多様な人々が利用し

ているからこそ、中高年者の孤独・孤立予

防を検討する上で、有意義な連携が求めら

れる機関ではないだろうか。

他方で、同じく就労支援機関である地域

若者サポートステーションは、就学・就労

をしていない 15歳〜49 歳を主な対象とし

ている。20～30 代、親と同居、無職が多

いという特徴は、ターゲットとしている層

が利用・相談に結びついていることを示し

ている。しかしながら、40 代の利用者が

78



多くないことは、中高年者の孤独・孤立予

防を進めていく上で課題と言えるかもしれ

ない。

自立相談支援機関は、生活課題を深刻化

させないための相談支援だけでなく、孤

独・孤立予防への貢献が期待される機関で

ある。40～50 代、一人暮らし、非正規雇

用・パートといった属性の利用者が多い点

を踏まえると、まさに中高年者の孤独・孤

立予防における役割を担うべき機関である

と考えられる。

地域若者サポートステーションと自立相

談支援機関における一人暮らし中高年者の

相談内容をみると、「収入や雇用への不

安」「失業・解雇、賃金未払い」「当面の生

活費」「就労先でのトラブル」といった就

労および経済面に関わる相談が多いことが

わかる。高齢者を対象とした先行研究の中

には、孤立者の特徴に社会経済的地位との

関連を指摘したものがある（斉藤ら

2010）。すなわち、仕事やそれに伴う経済

状況が、孤独・孤立につながり得ることか

ら、地域若者サポートステーションや自立

相談支援機関での日々の業務（相談支援）

は、孤独・孤立対策につながっていること

が考えられる。そこで、日常業務の中にさ

らに孤独・孤立予防に有用な取り組みを組

み込むことができれば、より大きな効果を

生み出す可能性がある。

２．各機関における中高年者の孤独・孤立

予防の現状と課題

ハローワークでは、仕事の斡旋や職業訓

練等が主な業務であるため、中高年者の孤

独・孤立に対する認識は、他の機関に比べ

ると総じて低調であった。取り組み状況も

２割程度の実施に留まっていた。しかしな

がら、回答者の半数以上は相談者の孤独・

孤立を感じており、対応の不十分さと対策

の必要性も認識していた。機関としての業

務・役割の点で何らかの変革があれば、実

情に即した孤独・孤立予防の取り組みが行

われる余地は十分にあると思われる。とは

言え、取り組みの実現に至るには大きな課

題が存在している。それは、「業務が多忙

で、時間的な余裕がない」ことである。他

の機関が 60％台だったのに対して、ハロ

ーワークでは 80％を超えていた。職員の

実感としていかに業務が多忙であるかが分

かる結果である。機関の役割に加えて、業

務量の問題を解決しない限り、孤独・孤立

予防の取り組みを実施するのは難しい状況

と言える。

地域若者サポートステーションと自立相

談支援機関では、多くの相談員が中高年者

の孤立・孤独を実感するとともに、対応の

不十分さ、対策の必要性を認識していた。

取り組みとしては、「相談窓口や支援団体

に関する情報の提供」が８割程度実施され

ていた。その他で実施が 50％を超えてい

た取り組みは、地域若者サポートステーシ

ョンにおける「仕事やお金に関わる相談

会・セミナーの実施」のみであった。全体

的に、孤独・孤立予防の取り組み実施は少

ない状況にある。そして、孤独・孤立の予

防・解決策として、近年各地域で積極的に

取り組まれている「居場所づくり」は３割

程度、「住民を対象にした交流プログラム

の実施」は１割にも達していなかった。こ

れらの取り組みは、地域若者サポートステ

ーションや自立相談支援機関の本来的な業

務から外れているかもしれない。しかし、

孤独・孤立予防において、人とのつながり

や交流は必要なことである。この点につい

て、孤独・孤立予防の取り組み実施に向け

た解決すべき課題との関連でみると、「業
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務が多忙で、時間的な余裕がない」と「企

画・運営する人材の不足」への対策が必要

であると考えられる。どちらも回答者の６

割以上から選択された課題である。９割以

上の相談員が孤独・孤立対策の必要性を認

識しているからこそ、取り組みを実施でき

る環境を整えることが急務であろう。

３．プレシニアのための「ライフスタイル

チェックリスト」と「孤独・孤立プログラ

ム」の活用可能性

本研究プロジェクトで独自に作成・開発

を進めている「ライフスタイルチェックリ

スト」と「孤独・孤立プログラム」につい

て、地域若者サポートステーションと自立

相談支援機関での活用可能性を探った。地

域若者サポートステーションでは、「ライ

フスタイルチェックリスト」を利用者に配

付して説明するだけに留まらず、実際に回

答してもらったり、回答された結果を活用

した相談支援の可能性が示唆された。一方

で、集団で実施するような研修会やセミナ

ーの題材にはなりにくいことが確認され

た。こうした傾向は、自立相談支援機関も

同様であり、加えて受付などに配置して利

用者に自由にとってもらう方法も現実的で

あることが確認された。以上のことから、

「ライフスタイルチェックリスト」は、担

当制などを採用し利用者との関係性が築き

やすい場合には、個別支援での活用可能性

が考えられる。そして、個別支援での活用

が難しい場合でも、受付などに配置するこ

とで利用者の手に渡る可能性がある。

「孤独・孤立プログラム」に関して、地

域若者サポートステーションでは、個別ま

たは集団に関わらず、対面形式による専門

家のレクチャー動画の視聴は実現可能性が

ある。その後のグループワークは状況に応

じて、実施したり個別の相談支援に変更し

たりすることで柔軟な対応が期待できる。

自立相談支援機関での実施方法として最も

割合が高かったのは、対面形式による専門

家のレクチャー動画の視聴とその後の相談

支援を、すべて個別対応とする形式であ

る。その他の実施方法は、地域若者サポー

トステーションと比較して回答割合が低か

った。このことから、自立相談支援機関で

は、職員（相談員）が集団を対象に、ファ

シリテーターや講師を務める経験が少ない

可能性が推測される。今後、「孤独・孤立

予防プログラム」を進める上で、留意すべ

き点の一つになるかもしれない。なお、両

方の機関において、実施可能性が低かった

のは、オンライン実施である。この点も踏

まえたプログラム開発が求められる。

Ｅ．結論

就労支援機関であるハローワークは、多

様な人々が利用しているため、中高年者の

孤独・孤立予防を検討する上で、有意義な

連携が求められる機関である。中高年者の

孤独・孤立に対する認識は、他の機関に比

べて低調であるが、対策の必要性を認識し

ている側面もある。機関としての役割等に

変革があれば、実情に即した孤独・孤立予

防の取り組みが行われる余地は十分にあ

る。そのためには、多忙な業務に伴う時間

的余裕のなさを改善する必要がある。

同じく就労支援機関である地域若者サポ

ートステーションは、ターゲットとしてい

る層（若年・無職等）が利用していた一方

で、40 代の利用者は多くなかった。中年

層との接点をいかに持つかが課題となる。

他方で、自立相談支援機関は、利用者の特

徴から中高年者の孤独・孤立予防における

役割を担うべき機関と言える。どちらの機
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関も日常業務（相談支援）の中に、孤独・

孤立予防に有用な取り組みを組み込むこと

で、より大きな効果を期待できる。しか

し、孤独・孤立予防の取り組みの実際は、

「相談窓口や支援団体に関する情報の提

供」（８割程度）や「仕事やお金に関わる

相談会・セミナーの実施」（５割程度）く

らいで全体的に少ない状況にある。相談員

のほとんどが孤独・孤立対策の必要性を認

識しているからこそ、「業務が多忙で、時

間的な余裕がない」や「企画・運営する人

材の不足」等の阻害要因の改善が求められ

る。

プレシニアのための「ライフスタイルチ

ェックリスト」は、担当制などを採用し利

用者との関係性が築きやすい場合には、個

別支援での活用可能性が考えられる。そう

でない場合は、受付などに配置することで

利用者の手に渡る可能性がある。「孤独・

孤立プログラム」は、地域若者サポートス

テーションでは、個別・集団に関わらず、

対面形式による専門家のレクチャー動画の

視聴とその後のグループワーク実施が期待

できる。しかし、自立相談支援機関では、

個別対応が中心となることが想定される。

オンライン実施は、両機関で難しいことか

ら、それを踏まえたプログラム開発が求め

られる。

Ｆ．研究発表

１．論文発表

特になし

２．学会発表

特になし
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表１ 各機関（事業所）の状況

総数

ｎ(%)
ハローワーク

地域若者サポート

ステーション
自立相談支援機関

運営

主体

国・地方公共団体 389(48.9) 181(100.0) 5(6.0) 203(38.2)

社会福祉協議会 209(26.3) － 1(1.2) 208(39.2)

社会福祉法人（社協以外） 37(4.6) － － 37(7.0)

協同組合（生協等） 14(1.8) － 6(7.1) 8(1.5)

特定非営利活動法人 58(7.3) － 43(51.2) 15(2.8)

社団法人 21(2.6) － 6(7.1) 15(2.8)

財団法人 9(1.1) － 3(3.6) 6(1.1)

民間企業 28(3.5) － 14(16.7) 14(2.6)

その他 28(3.5) － 5(6.0) 23(4.3)

不明 3(0.4) － 1(1.2) 2(0.4)

職員

数

５人未満 137 1(0.6) 3(3.6) 133(25.0)

５人～10人未満 219 8(4.4) 34(40.5) 177(33.3)

10 人～20 人未満 155 32(17.7) 30(35.7) 93(17.5)

20 人～50 人未満 151 79(43.6) 9(10.7) 63(11.9)

50 人～100 人未満 69 39(21.5) 2(2.4) 28(5.3)

100 人以上 49 21(11.6) 2(2.4) 26(4.9)

不明 16 1(0.6) 4(4.8) 11(2.1)

常勤職員(平均値) 14.2 22.2 8.0 12.4

非常勤職員(平均値) 15.0 34.1 6.9 9.7
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表２ 回答者の属性

総数

ｎ(%)
ハローワーク

地域若者サポート

ステーション
自立相談支援機関

性別

男性 456(57.4) 119(65.7) 43(51.2) 294(55.6)

女性 334(42.1) 61(33.7) 41(48.8) 232(43.9)

その他 4(0.5) 1(0.6) － 3(0.6)

年代

20 代 52(6.5) 21(11.6) － 31(5.8)

30 代 127(16.0) 19(10.5) 5(6.0) 103(19.4)

40 代 275(34.5) 64(35.4) 27(32.1) 184(34.7)

50 代 250(31.4) 74(40.9) 28(33.3) 148(27.9)

60 代 78(9.8) 3(1.7) 18(21.4) 57(10.7)

70 代以上 14(1.8) － 6(7.1) 8(1.5)

雇用

形態

正規 678(85.2) 180(99.4) 56(66.7) 442(83.2)

非正規 102(12.8) 1(0.6) 26(31.0) 75(14.1)

その他 16(2.0) － 2(2.4) 14(2.6)

職種

所長 － 7(3.9) － －

部長等幹部職員 － 6(3.3) － －

課長・統括官 － 94(51.9) － －

主任・係長・専門官職 － 57(31.5) － －

その他 － 22(12.2) － －

施設長・管理職 － － 66(78.6) 79(14.9)

主任相談支援員 － － 9(10.7) 282(53.1)

相談支援員 － － 14(16.7) 165(31.1)

就労支援員 － － － 70(13.2)

家計相談支援員 － － － 37(7.0)

その他 － － 8(9.5) 54(10.2)

勤続年数（平均値） 7.0 8.8 8.7 6.1

※職種は複数回答。

83



表３ 各機関における相談者の属性

ハローワーク
地域若者サポート

ステーション
自立相談支援機関 2χ値

性別

男性 18(10.0)▽ 41(51.2)▲ 256(49.8)▲

χ2(4)=95.83***女性 38(21.1)▲ 15(19.0)▽ 63(12.3)▽

性別に関わらない 124(68.9)▲ 23(29.1)▽ 195(37.9)▽

年代

20-30 代 0(0.0)▽ 56(73.7)▲ 15(2.9)▽

χ2(6)=433.39***
40-50 代 51(29.0)▽ 10(13.2)▽ 217(42.5)▲

60 代以上 37(21.0)▲ 5(6.6)▽ 109(21.3)▲

年代に関わらない 88(50.0)▲ 5(6.6)▽ 170(33.3)▲

世帯

構成

配偶者と同居 41(22.9)▲ 10(12.8)▲ 40(7.8)▽

χ2(8)=458.83***

親と同居 1(0.6)▽ 56(71.8)▲ 28(5.5)▽

子どもと同居 1(0.6)▽ 4(5.1)▲ 15(2.9)▲

一人暮らし 8(4.5)▽ 1(1.3)▽ 212(41.6)▲

構成に関わらない 128(71.5)▲ 7(9.0)▽ 215(42.2)▽

雇用

形態

正規 13(7.3)▲ 7(9.0)▲ 30(6.0)▲

χ2(6)=88.33***
非正規・パート 36(20.1)▲ 14(17.9)▲ 139(27.7)▲

無職 33(18.4)▽ 54(69.2)▲ 157(31.3)▲

形態に関わらない 97(54.2)▲ 3(3.8)▽ 176(35.1)▲

※属性ごとに最も多いものをそれぞれ選択。

※p値 *：p<0.05、**：p<0.01、***：p<0.001

※残差分析（p<0.05）▲：有意に多い ▽：有意に少ない
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表４ 各機関における一人暮らし中高年者に多い相談内容

地域若者サポート

ステーション
自立相談支援機関

男性 女性 男性 女性

収入や雇用への不安 ①65(83.3) ①63(80.8) ③316(63.7) ②338(68.1)

失業・解雇、賃金未払い ④22(28.2) ③21(26.9) ④219(44.2) ④176(35.5)

就労先でのトラブル ②33(42.3) ②33(42.3) 9(1.8) 19(3.8)

当面の生活費 ⑤15(19.2) ⑤14(17.9) ①351(70.8) ①344(69.4)

借金、滞納、多重・過重債務 1(1.3) 0(0.0) ②323(65.1) ③237(47.8)

事業所向け支援策 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0)

住まいに関すること 2(2.6) 1(1.3) ⑤78(15.7) 68(13.7)

家計管理に関すること 2(2.6) 2(2.6) 47(9.5) ⑤82(16.5)

介護・福祉サービスの利用 4(5.1) 3(3.8) 3(0.6) 5(1.0)

子どもの進学・学習支援 0(0.0) 6(7.7) 2(0.4) 22(4.4)

持病に関わる通院・入院 13(16.7) ⑤14(17.9) 20(4.0) 28(5.6)

新型コロナ感染の不安やストレス 0(0.0) 0(0.0) 1(0.2) 1(0.2)

新型コロナの診療・検査について 1(1.3) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0)

離婚に関すること 0(0.0) 3(3.8) 1(0.2) 22(4.4)

詐欺被害 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0)

家族関係のトラブル 12(15.4) ④18(23.1) 19(3.8) 55(11.1)

地域住民・友人等とのトラブル 1(1.3) 0(0.0) 4(0.8) 4(0.8)

中高年のひきこもり ③26(33.3) ⑤14(17.9) 12(2.4) 6(1.2)

アルコールやギャンブルの問題 1(1.3) 0(0.0) 11(2.2) 2(0.4)

※中高年は 40～60 代とした。

※相談件数が多い内容を３つ選択。上位５番目までの内容に順位（①～⑤）を記載
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表５ 各機関における中高年者の孤独・孤立に対する認識

ハローワーク
地域若者サポート

ステーション
自立相談支援機関 2χ値

周囲から孤立していたり、強い孤

独感を抱いていると感じること

ある（よく＋たまに） 100(57.1)▽ 72(92.3)▲ 454(91.5)▲
χ2(2)=116.30***

ない（あまり＋まったく） 75(42.9)▲ 6(7.7)▽ 42(8.5)▽

孤独・孤立対策の必要性

感じる（とても＋少し） 112(64.0)▽ 71(91.0)▽ 444(90.1)▲
χ2(2)=68.59***

感じない（あまり＋まったく） 63(36.0)▲ 7(9.0)▽ 49(9.9)▽

孤独・孤立予防に向けて

十分な対応ができている

そう思う（とても＋少し） 48(27.4)▽ 37(47.4)▲ 164(33.3)▽
χ2(2)=9.72**

そう思わない（あまり＋まったく） 127(72.6)▽ 41(52.6)▽ 329(66.7)▽

※中高年は 40～60 代とした。

※p値 *：p<0.05、**：p<0.01、***：p<0.001

※残差分析（p<0.05）▲：有意に多い ▽：有意に少ない
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図１ 各機関における孤独・孤立予防の取り組みの実施状況
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機会提供

ボランティア活動

等の機会提供

仕事やお金の

相談会・セミナー

暮らしや住まいの

相談会・セミナー

食料支援 地域イベント等に

関する情報提供

相談窓口等に

関する情報提供

自立相談支援機関_実施中

自立相談支援機関_未実施・実施希望あり

地域若者サポートステーション_実施中

地域若者サポートステーション_未実施・実施希望あり

ハローワークでは…
何か実施したことがある

22.9%
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図２ 各機関における孤独・孤立予防の取り組み実施に向けた解決すべき課題
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予算不足 人材不足 スキルや知識不足 やることが

わからない

相談員の

意欲の低さ

感染症への不安 連携機関が

見つからない

自立相談支援機関 地域若者サポートステーション ハローワーク
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表６ 「ライフスタイルチェックリスト」と「孤独・孤立予防プログラム」の活用可能性

自立相談支援機関
地域若者サポート

ステーション

ライフスタイルチェックリスト

活用方法①：受付などにチェックリストを配置する

（利用者に自由にとってもらう）
262(54.4) 37(48.7)

活用方法②：窓口の相談員が、必要だと思う利用者にチ

ェックリストを渡し、簡単な説明をする
236(49.0) 45(59.2)

活用方法③：窓口の相談員が、必要だと思う利用者にチ

ェックリストを渡し、その場で回答してもらう
207(42.9) 43(56.6)

活用方法④：窓口の相談員が、必要だと思う利用者にチ

ェックリストを渡し、その場で回答してもらい、それを

もとに相談支援を行う

266(55.2) 52(68.4)

活用方法⑤：利用者向けの研修会・セミナーなどでチェ

ックリストを配付し、題材とする
112(23.2) 29(38.2)

孤独・孤立予防プログラム

活用方法①：専門家によるレクチャーの動画を個別に視

聴してもらい、それをもとに職員が相談支援を行う

（グループワークは行わない・対面で実施）

307(63.7) 46(60.5)

活用方法②：専門家によるレクチャーの動画を個別に視

聴してもらい、それをもとに職員が相談支援を行う

（グループワークは行わない・オンラインで実施）

135(28.0) 27(35.5)

活用方法③：専門家によるレクチャーの動画を視聴会形

式で複数の利用者に視聴してもらい、それをもとにファ

シリテーター（職員）によるグループワークを行う

（対面で実施）

182(37.8) 48(63.2)

活用方法④：専門家によるレクチャーの動画を視聴会形

式で複数の利用者に視聴してもらい、それをもとにファ

シリテーター（職員）によるグループワークを行う

（オンラインで実施）

88(18.3) 20(26.3)

活用方法⑤：プログラムのマニュアル資料を見て職員が

視聴会形式で複数の利用者にレクチャーを行い、それを

もとにファシリテーターによるグループワークを行う

（対面で実施）

138(28.6) 36(47.4)

活用方法⑥：プログラムのマニュアル資料を見て職員が

視聴会形式で複数の利用者にレクチャーを行い、それを

もとにファシリテーターによるグループワークを行う

（オンラインで実施）

66(13.7) 17(22.4)

※どのような形で実施できるか、複数回答で選択。
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資料：調査項目

１．ハローワーク・地域若者サポートステーション・自立相談支援機関≪共通≫

設問 選択肢

ご回答者の方について伺います。

あなたの性別を教えてください。 １男性 ２女性 ３その他

あなたの年齢を教えてください。 １20 代 ２30 代 ３40 代 ４50 代 ５60 代 ６70 代以上

雇用形態を教えてください。 １正規職員 ２非正規職員（パート・アルバイト・嘱託等）

３派遣会社からの派遣 ４その他（ ）

今の職場の金属年数を教えてください。（2024

年 2 月現在）半角数字のみで入力してください
年 ヶ月

事業所（機関）について伺います。

貴事業所（機関）の運営主体をお答えくださ

い。※国や自治体の委託事業の場合、運営主体

は受託機関のことを指します。

１国・地方公共団体 ２社会福祉協議会 ３社会福祉法人（社

会福祉協議会以外） ４生協等協同組合 ５特定非営利活動法

人（NPO） ６社団法人（公益・一般） ７財団法人（公益・一

般） ８民間企業（株式会社・有限会社・合資会社） ９その

他（ ）

貴事業所（機関）の職員数（常勤・非常勤に関

わらず全ての職員数）は何人ですか。※行政直

営による運営の場合は担当部署の人数、法人で

受託されている場合は事業所の人数をお答えく

ださい。

１5 人未満 ２5 人～10 人未満 ３10 人～20 人未満

４20 人～50 人未満 ５50 人～100 人未満 ６100 人以上

この中で、常勤職員と非常勤職員の人数をそれ

ぞれお答えください。半角数字のみで入力して

ください。

【常勤職員】 人

【非常勤職員】 人

貴事業所（機関）を利用する相談者の性別・年代・世帯構成・雇用形態について、それぞれ最も多い属性を１つ

ずつお選びください。

性別 １男性 ２女性 ３性別にかかわらない

年代 １20 代以下 ２30 代 ３40 代 ４50 代 ５60 代

６70 代以上 ７その他（ ） ８年代にかかわらない

世帯構成 １配偶者と同居 ２親と同居 ３子どもと同居 ４単身

５その他（ ） ６世帯構成にかかわらない

雇用形態 １正規雇用 ２非正規雇用・パート ３無職 ４その他（ ）

５雇用形態にかかわらない

２．ハローワーク

設問 選択肢

ご回答者の方について伺います。

貴事業所（機関）での職種を教えてください。

（いくつでも）

１所長 ２部長等幹部職員 ３課長、統括官

４主任、係長、専門官職 ５その他（ ）

中高年者（40～60 代）の孤独・孤立対策についてお伺いします。

中高年者(40～60 代)に対する求職支援のプロセ

ス中で、利用者が周囲から孤立していたり、強

い孤独感を抱いていると感じることはあります

か。

１よくある ２たまにある ３あまりない ４まったくない

貴事業所（機関）において、中高年者(40～60

代)の孤独・孤立対策の必要性を感じますか。

１とても感じる ２少し感じる

３あまり感じない ４まったく感じない

貴事業所（機関）において、中高年者(40～60

代)の孤独・孤立予防に向けて十分な対応ができ

ていると思いますか。

１とてもそう思う ２少しそう思う

３あまりそう思わない ４全くそう思わない

中高年者(40～60 代)の孤独・孤立予防に向け

て、何か対策を実施したことがありますか。

例:氷河期世代への就労支援における就職活動実

施の確認による引きこもりの防止など

１実施したことがある ２実施したことがない

今後、ハローワークにおいて孤独・孤立対策の １業務が多忙で、時間的な余裕がない ２予算の不足
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取り組みを実施する場合、解決すべき課題とし

てどのようなことがあると思われますか。

下記選択肢以外で「解決すべき課題」がある場

合は、【その他】に 2 つまで記入してください。

（いくつでも）

３企画・運営する人材の不足 ４企画・運営するスキル・知識

の不足 ５孤独・孤立予防に向けてどのようなことをすればよ

いかわからない ６相談員の意欲の低さ ７感染症への不安

８連携機関が見つからない

９その他１（ ） 10 その他２（ ）

３．地域若者サポートステーション

設問 選択肢

ご回答者の方について伺います。

貴事業所（機関）での職種を教えてください。（い

くつでも）

１施設長・管理職 ２主任相談支援員 ３相談支援員

４その他（ ）

中高年者（40～60 代）への支援について伺います。

（地域若者サポートステーションのご回答者の方は、この先の質問は 40 代の方を想定してお答えください。）

2023 年度以降の中高年者(40～60 代)からの相談

事として、どのようなものがありましたか。

該当するもの全てにチェックを入れてくださ

い。（いくつでも）

１収入や雇用への不安 ２失業・解雇・賃金未払い ３就労先

でのトラブル ４当面の生活費 ５借金、滞納、多重・過重債

務 ６事業所向け支援策(雇用調整助成金、持続化給付金など)

７住まいに関すること(住居確保給付金、一時宿泊施設など含

む) ８家計管理に関すること ９介護・福祉サービスの利用

10 子どもの進学・学習支援 11 持病に関わる通院・入院 12 新

型コロナウイルス感染の不安やストレス 13 新型コロナウイ

ルスの診療・検査について 14 離婚に関すること 15 詐欺被害

16 家族関係のトラブル 17 地域住民・友人など家族以外の人と

のトラブル 18 中高年のひきこもり 19 アルコールやギャン

ブルの問題について 20 その他（ ）

中高年者（40～60 代）の孤独・孤立対策についてお伺いします。

中高年者(40～60 代)に対する相談支援を行う中

で、相談者が周囲から孤立していたり、強い孤

独感を抱いていると感じることはありますか。

１よくある ２たまにある ３あまりない ４まったくない

貴事業所（機関）において、中高年者(40～60

代)の孤独・孤立対策の必要性を感じますか。

１とても感じる ２少し感じる

３あまり感じない ４まったく感じない

貴事業所（機関）において、中高年者(40～60

代)の孤独・孤立予防に向けて十分な対応ができ

ていると思いますか。

１とてもそう思う ２少しそう思う

３あまりそう思わない ４全くそう思わない

貴事業所（機関）において、中高年者(40～60

代)の孤独・孤立予防を目的として、どのような

取り組みを実施していますか、またはやってみ

たいと思いますか。1～10 の中に「実施した取

り組み」がない場合は、【11.その他】に記入し

てください。（それぞれひとつずつ）

１多様な居場所づくり・居場所の提供 ２住民を対象にした交

流プログラムの実施 ３オンライン上で集う場づくり

４ 趣味やスポーツなど活動の機会の提供 ５地域の防災活動

やボランティア活動など地域・社会参加の機会の提供

６仕事やお金に関わる相談会・セミナーの実施 ７くらしや住

まいに関わる相談会・セミナーの実施 ８食料支援(子ども食

堂、炊き出し、お弁当販売など)の実施 ９地域のお祭りやイベ

ント、趣味・サークル活動、に関する情報の提供 10 相談窓口

や支援団体に関する情報の提供 11 その他（ ）

--

（上記の各取り組みについて、以下の選択肢から１つを選択）

１現在、実施している ２以前実施していた

３実施したことはないが、やってみたい

４実施したことはなく、やってみたいとも思わない

貴事業所(機関)において中高年者(40～60 代)の

孤独・孤立対策の取り組みを実施する上で、解

決すべき課題と思われるもの全てにチェックを

してください。該当するものがない場合は、【そ

の他】に記入してください。（いくつでも）

１業務が多忙で、時間的な余裕がない ２予算の不足

３企画・運営する人材の不足 ４企画・運営するスキル・知識

の不足 ５孤独・孤立予防に向けてどのようなことをすればよ

いかわからない ６相談員の意欲の低さ ７感染症への不安

８連携機関が見つからない

９その他１（ ） 10 その他２（ ）

中高年者向け孤独・孤立予防策の実施可能性について

当研究所では、厚生労働省と協働して中高年者の孤独・孤立予防に向けて、チェックリストやプログラムの策定
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を行っています。これらの孤独・孤立予防策が、貴事業所(機関)においてどれくらい実施が可能であるか、また

はどのような条件であれば実施が可能であるかお伺いいたします。

（チェックリストの説明）

貴事業所(機関)において「プレシニアのための

ライフスタイルチェックリスト」を活用する場

合、どのような形で実施できると思いますか。

いくつでもお選びください。提示されている以

外で活用法のアイディア等ある場合は、【その他

の活用法】に記入してください。（いくつでも）

１受付などにチェックリストを配置する (利用者に自由にとっ

てもらう)

２窓口の相談員が、必要だと思う利用者にチェックリストを渡

し、簡単な説明をする。

３窓口の相談員が、必要だと思う利用者にチェックリストを渡

し、その場で回答してもらう。

４窓口の相談員が、必要だと思う利用者にその場でチェックリ

ストに回答してもらい、それをもとに相談支援を行う。

５利用者向けの研修会・セミナーなどでチェックリストを配付

し、題材とする

６その他の活用法

（プログラムの説明）

プレシニアのための孤独・孤立予防プログラム

を実施すると仮定した場合、どのように活用す

ることができると思いますか。下記のうち、実

施ができると思う活用法をいくつでもお選びく

ださい。提示されている選択肢以外で活用法の

アイディア等がある場合は、【その他の活用法】

に記入してください。（いくつでも）

≪活用案１≫

１専門家によるレクチャーの動画を個別に視聴してもらい、そ

れをもとに職員が相談支援を行う (グループワークは行わな

い) (対面で実施)

２専門家によるレクチャーの動画を個別に視聴してもらい、そ

れをもとに職員が相談支援を行う (グループワークは行わな

い) (オンライン上で実施)

≪活用案２≫

３専門家によるレクチャーの動画を視聴会形式で複数の利用者

に視聴してもらい、それをもとにファシリテーター(職員)によ

るグループワークを行う (対面で実施)

４専門家によるレクチャーの動画を視聴会形式で複数の利用者

に視聴してもらい、それをもとにファシリテーター(職員)によ

るグループワークを行う (オンライン上で実施)

≪活用案３≫

５プログラムのマニュアル資料を見て職員が視聴会形式で複数

の利用者にレクチャーを行い、それをもとにファシリテーター

(職員)によるグループワークを行う (対面で実施)

６プログラムのマニュアル資料を見て職員が視聴会形式で複数

の利用者にレクチャーを行い、それをもとにファシリテーター

(職員)によるグループワークを行う (オンライン上で実施)

≪その他の活用法≫

７その他の活用法（ ）

４．自立相談支援機関

設問 選択肢

ご回答者の方について伺います。

貴事業所（機関）での職種を教えてください。（い

くつでも）

１施設長・管理職 ２主任相談支援員 ３相談支援員

４就労⽀援員 ５家計相談支援員 ６その他（ ）

中高年者（40～60 代）への支援について伺います。

2023 年度以降の中高年者(40～60 代)からの相談

事として、どのようなものがありましたか。

該当するもの全てにチェックを入れてくださ

い。（いくつでも）

１収入や雇用への不安 ２失業・解雇・賃金未払い ３就労先

でのトラブル ４当面の生活費 ５借金、滞納、多重・過重債

務 ６事業所向け支援策(雇用調整助成金、持続化給付金など)

７住まいに関すること(住居確保給付金、一時宿泊施設など含

む) ８家計管理に関すること ９介護・福祉サービスの利用

10 子どもの進学・学習支援 11 持病に関わる通院・入院 12 新

型コロナウイルス感染の不安やストレス 13 新型コロナウイ

ルスの診療・検査について 14 離婚に関すること 15 詐欺被害

16 家族関係のトラブル 17 地域住民・友人など家族以外の人と

のトラブル 18 中高年のひきこもり 19 アルコールやギャン

ブルの問題について 20 その他（ ）

中高年者（40～60 代）の孤独・孤立対策についてお伺いします。
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中高年者(40～60 代)に対する相談支援を行う中

で、相談者が周囲から孤立していたり、強い孤

独感を抱いていると感じることはありますか。

１よくある ２たまにある ３あまりない ４まったくない

貴事業所（機関）において、中高年者(40～60

代)の孤独・孤立対策の必要性を感じますか。

１とても感じる ２少し感じる

３あまり感じない ４まったく感じない

貴事業所（機関）において、中高年者(40～60

代)の孤独・孤立予防に向けて十分な対応ができ

ていると思いますか。

１とてもそう思う ２少しそう思う

３あまりそう思わない ４全くそう思わない

貴事業所（機関）において、中高年者(40～60

代)の孤独・孤立予防を目的として、どのような

取り組みを実施していますか、またはやってみ

たいと思いますか。1～10 の中に「実施した取

り組み」がない場合は、【11.その他】に記入し

てください。（それぞれひとつずつ）

１多様な居場所づくり・居場所の提供 ２住民を対象にした交

流プログラムの実施 ３オンライン上で集う場づくり

４ 趣味やスポーツなど活動の機会の提供 ５地域の防災活動

やボランティア活動など地域・社会参加の機会の提供

６仕事やお金に関わる相談会・セミナーの実施 ７くらしや住

まいに関わる相談会・セミナーの実施 ８食料支援(子ども食

堂、炊き出し、お弁当販売など)の実施 ９地域のお祭りやイベ

ント、趣味・サークル活動、に関する情報の提供 10 相談窓口

や支援団体に関する情報の提供 11 その他（ ）

--

（上記の各取り組みについて、以下の選択肢から１つを選択）

１現在、実施している ２以前実施していた

３実施したことはないが、やってみたい

４実施したことはなく、やってみたいとも思わない

貴事業所(機関)において中高年者(40～60 代)の

孤独・孤立対策の取り組みを実施する上で、解

決すべき課題と思われるもの全てにチェックを

してください。該当するものがない場合は、【そ

の他】に記入してください。（いくつでも）

１業務が多忙で、時間的な余裕がない ２予算の不足

３企画・運営する人材の不足 ４企画・運営するスキル・知識

の不足 ５孤独・孤立予防に向けてどのようなことをすればよ

いかわからない ６相談員の意欲の低さ ７感染症への不安

８連携機関が見つからない

９その他１（ ） 10 その他２（ ）

中高年者向け孤独・孤立予防策の実施可能性について

当研究所では、厚生労働省と協働して中高年者の孤独・孤立予防に向けて、チェックリストやプログラムの策定

を行っています。これらの孤独・孤立予防策が、貴事業所(機関)においてどれくらい実施が可能であるか、また

はどのような条件であれば実施が可能であるかお伺いいたします。

（チェックリストの説明）

貴事業所(機関)において「プレシニアのための

ライフスタイルチェックリスト」を活用する場

合、どのような形で実施できると思いますか。

いくつでもお選びください。提示されている以

外で活用法のアイディア等ある場合は、【その他

の活用法】に記入してください。（いくつでも）

１受付などにチェックリストを配置する (利用者に自由にとっ

てもらう)

２窓口の相談員が、必要だと思う利用者にチェックリストを渡

し、簡単な説明をする。

３窓口の相談員が、必要だと思う利用者にチェックリストを渡

し、その場で回答してもらう。

４窓口の相談員が、必要だと思う利用者にその場でチェックリ

ストに回答してもらい、それをもとに相談支援を行う。

５利用者向けの研修会・セミナーなどでチェックリストを配付

し、題材とする

６その他の活用法

（プログラムの説明）

プレシニアのための孤独・孤立予防プログラム

を実施すると仮定した場合、どのように活用す

ることができると思いますか。下記のうち、実

施ができると思う活用法をいくつでもお選びく

ださい。提示されている選択肢以外で活用法の

アイディア等がある場合は、【その他の活用法】

に記入してください。（いくつでも）

≪活用案１≫

１専門家によるレクチャーの動画を個別に視聴してもらい、そ

れをもとに職員が相談支援を行う (グループワークは行わな

い) (対面で実施)

２専門家によるレクチャーの動画を個別に視聴してもらい、そ

れをもとに職員が相談支援を行う (グループワークは行わな

い) (オンライン上で実施)

≪活用案２≫

３専門家によるレクチャーの動画を視聴会形式で複数の利用者

に視聴してもらい、それをもとにファシリテーター(職員)によ

るグループワークを行う (対面で実施)

４専門家によるレクチャーの動画を視聴会形式で複数の利用者

に視聴してもらい、それをもとにファシリテーター(職員)によ
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るグループワークを行う (オンライン上で実施)

≪活用案３≫

５プログラムのマニュアル資料を見て職員が視聴会形式で複数

の利用者にレクチャーを行い、それをもとにファシリテーター

(職員)によるグループワークを行う (対面で実施)

６プログラムのマニュアル資料を見て職員が視聴会形式で複数

の利用者にレクチャーを行い、それをもとにファシリテーター

(職員)によるグループワークを行う (オンライン上で実施)

≪その他の活用法≫

７その他の活用法（ ）

94


